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○建築基準法施行令第三十六条の二第五号の国土交通大臣が指定する建築物を定める件（平成十九年国土交通省告示第五百九十三号） 

（傍線部分は改正部分） 

新 旧 

建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号。以下

「令」という。）第三十六条の二第五号の規定に基づき、その安

全性を確かめるために地震力によって地上部分の各階に生ずる

水平方向の変形を把握することが必要であるものとして、構造又

は規模を限って国土交通大臣が指定する建築物は、次に掲げる建

築物（平成十四年国土交通省告示第四百七十四号に規定する特定

畜舎等建築物を除く。）とする。 

一 地階を除く階数が三以下、高さが十三メートル以下及び軒

の高さが九メートル以下である鉄骨造の建築物であって、次

のイからハまでのいずれか（薄板軽量形鋼造の建築物及び屋

上を自動車の駐車その他これに類する積載荷重の大きな用

途に供する建築物にあっては、イ又はハ）に該当するもの以

外のもの（二以上の部分がエキスパンションジョイントその

他の相互に応力を伝えない構造方法のみで接している建築

物であって、当該建築物の部分のいずれもが次のイからハま

でのいずれかに該当するものを除く。） 

イ 次の(1)から(4)までに該当するもの 

(1) 架構を構成する柱の相互の間隔が六メートル以下で

あるもの 

(2)  延べ面積が五百平方メートル以内であるもの 

(3)  令第八十八条第一項に規定する地震力について標準

せん断力係数を○・三以上とする計算をして令第八十二

条第一号から第三号までに規定する構造計算をした場合

に安全であることが確かめられたもの。この場合におい

て、構造耐力上主要な部分のうち冷間成形により加工し

た角形鋼管（厚さ六ミリメートル以上のものに限る。）

の柱にあっては、令第八十八条第一項に規定する地震力

によって当該柱に生ずる力の大きさの値にその鋼材の種

別並びに柱及びはりの接合部の構造方法に応じて次の表

に掲げる数値以上の係数を乗じて得た数値を当該柱に生

ずる力の大きさの値としなければならない。ただし、特

別な調査又は研究の結果に基づき、角形鋼管に構造耐力

上支障のある急激な耐力の低下を生ずるおそれのないこ

とが確かめられた場合にあっては、この限りでない。 

 
鋼材の種別 柱及びはりの接合部の構造方法 

(い) (ろ) 

 内ダイアフラム形

式（ダイアフラム

を落とし込む形式

としたものを除

く。） 

(い)欄に掲げ

る形式以外の

形式 

(一) 日本工業規格Ｇ三四六

六（一般構造用角形鋼

管）―二○○六に適合す

る角形鋼管 

一・三 一・四

(二) (一)に掲げる角形鋼管

以外の角形鋼管のうち、

ロール成形その他断面

のすべてを冷間成形に

より加工したもの 

一・二 一・三

(三) (一)に掲げる角形鋼管

以外の角形鋼管のうち、

プレス成形その他の一

部を冷間成形により加

工したもの 

一・一 一・二

 

ロ 次の(1)から(6)までに該当するもの 

(1)  地階を除く階数が二以下であるもの 

(2) 架構を構成する柱の相互の間隔が十二メートル以下

であるもの 

(3) 延べ面積が五百平方メートル以内（平家建てのものに

建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号。以下

「令」という。）第三十六条の二第五号の規定に基づき、その安

全性を確かめるために地震力によって地上部分の各階に生ずる

水平方向の変形を把握することが必要であるものとして、構造又

は規模を限って国土交通大臣が指定する建築物は、次に掲げる建

築物（平成十四年国土交通省告示第四百七十四号に規定する特定

畜舎等建築物を除く。）とする。 

一 地階を除く階数が三以下、高さが十三メートル以下及び軒

の高さが九メートル以下である鉄骨造の建築物であって、次

のイからハまでのいずれか（薄板軽量形鋼造の建築物及び屋

上を自動車の駐車その他これに類する積載荷重の大きな用

途に供する建築物にあっては、イ又はハ）に該当するもの以

外のもの 

 

 

 

イ 次の(1)から(4)までに該当するもの 

(1) 架構を構成する柱の相互の間隔が六メートル以下で

あるもの 

(2)  延べ面積が五百平方メートル以内であるもの 

(3)  令第八十八条第一項に規定する地震力について標準

せん断力係数を○・三以上とする計算をして令第八十二

条第一号から第三号までに規定する構造計算をした場合

に安全であることが確かめられたもの。この場合におい

て、構造耐力上主要な部分のうち冷間成形により加工し

た角形鋼管（厚さ六ミリメートル以上のものに限る。）

の柱にあっては、令第八十八条第一項に規定する地震力

によって当該柱に生ずる力の大きさの値にその鋼材の種

別並びに柱及びはりの接合部の構造方法に応じて次の表

に掲げる数値以上の係数を乗じて得た数値を当該柱に生

ずる力の大きさの値としなければならない。ただし、特

別な調査又は研究の結果に基づき、角形鋼管に構造耐力

上支障のある急激な耐力の低下を生ずるおそれのないこ

とが確かめられた場合にあっては、この限りでない。 

 
鋼材の種別 柱及びはりの接合部の構造方法 

(い) (ろ) 

 内ダイアフラム形

式（ダイアフラム

を落とし込む形式

としたものを除

く。） 

(い)欄に掲げ

る形式以外の

形式 

(一) 日本工業規格Ｇ三四六

六（一般構造用角形鋼

管）―二○○六に適合す

る角形鋼管 

一・三 一・四

(二) (一)に掲げる角形鋼管

以外の角形鋼管のうち、

ロール成形その他断面

のすべてを冷間成形に

より加工したもの 

一・二 一・三

(三) (一)に掲げる角形鋼管

以外の角形鋼管のうち、

プレス成形その他の一

部を冷間成形により加

工したもの 

一・一 一・二

 

ロ 次の(1)から(6)までに該当するもの 

(1)  地階を除く階数が二以下であるもの 

(2) 架構を構成する柱の相互の間隔が十二メートル以下

であるもの 

(3) 延べ面積が五百平方メートル以内（平家建ての建築
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あっては、三千平方メートル以内）であるもの 

(4)  イ(3)及び(4)の規定に適合するもの 

(5)  令第八十二条の六第二号ロの規定に適合するもの 

(6) 構造耐力上主要な部分である柱若しくははり又はこ

れらの接合部が局部座屈、破断等によって、又は構造耐

力上主要な部分である柱の脚部と基礎との接合部がアン

カーボルトの破断、基礎の破壊等によって、それぞれ構

造耐力上支障のある急激な耐力の低下を生ずるおそれの

ないことが確かめられたもの 

ハ 建築基準法施行規則（昭和二十五年建設省令第四十号。

以下「施行規則」という。）第一条の三第一項第一号ロ(2)

の規定に基づき、国土交通大臣があらかじめ安全であると

認定した構造の建築物又はその部分 

二 高さが二十メートル以下である鉄筋コンクリート造（壁式

ラーメン鉄筋コンクリート造、壁式鉄筋コンクリート造及び

鉄筋コンクリート組積造を除く。）若しくは鉄骨鉄筋コンク

リート造の建築物又はこれらの構造を併用する建築物であ

って、次のイ又はロに該当するもの以外のもの（二以上の部

分がエキスパンションジョイントその他の相互に応力を伝

えない構造方法のみで接している建築物であって、当該建築

物の部分のいずれもが次のイ又はロに該当するものを除

く。） 

イ 次の(1)及び(2)に該当するもの 

(1) 地上部分の各階の耐力壁（平成十九年国土交通省告示

第五百九十四号第一第三号イ(1)に規定する開口周比が

○・四以下であるものに限る。以下この号において同じ。）

並びに構造耐力上主要な部分である柱及び耐力壁以外の

鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の壁

（上端及び下端が構造耐力上主要な部分に緊結されたも

のに限る。）の水平断面積が次の式に適合するもの。ただ

し、鉄骨鉄筋コンクリート造の柱にあっては、同式中

「○・七」とあるのは「一・○」とする。 

 ∑2.5αAw＋∑0.7αAc≧ZWAi 

    この式において、α、Aw、Ac、Z、W 及び Ai は、それ

ぞれ次の数値を表すものとする。 

α コンクリートの設計基準強度による割り増し係数と

して、設計基準強度が一平方ミリメートルにつき十八

ニュートン未満の場合にあっては一・○、一平方ミリ

メートルにつき十八ニュートン以上の場合にあっては

使用するコンクリートの設計基準強度（単位 一平方

ミリメートルにつきニュートン）を十八で除した数値

の平方根の数値（当該数値が二の平方根の数値を超え

るときは、二の平方根の数値） 

Aw 当該階の耐力壁のうち計算しようとする方向に設け

たものの水平断面積（単位 平方ミリメートル） 

Ac 当該階の構造耐力上主要な部分である柱の水平断面

積及び耐力壁以外の鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋

コンクリート造の壁（上端及び下端が構造耐力上主要

な部分に緊結されたものに限る。）のうち計算しようと

する方向に設けたものの水平断面積（単位 平方ミリ

メートル） 

Z 令第八十八条第一項に規定する Z の数値 

W 令第八十八条第一項の規定により地震力を計算する

場合における当該階が支える部分の固定荷重と積載荷

重との和（令第八十六条第二項ただし書の規定により

特定行政庁が指定する多雪区域においては、更に積雪

荷重を加えるものとする。）（単位 ニュートン） 

Ai 令第八十八条第一項に規定する当該階に係る Ai の

数値 

(2) 構造耐力上主要な部分が、地震力によって当該部分に

物にあっては、三千平方メートル以内）であるもの  

(4)  イ(3)及び(4)の規定に適合するもの 

(5)  令第八十二条の六第二号ロの規定に適合するもの 

(6) 構造耐力上主要な部分である柱若しくははり又はこ

れらの接合部が局部座屈、破断等によって、又は構造耐

力上主要な部分である柱の脚部と基礎との接合部がアン

カーボルトの破断、基礎の破壊等によって、それぞれ構

造耐力上支障のある急激な耐力の低下を生ずるおそれの

ないことが確かめられたもの 

ハ 建築基準法施行規則（昭和二十五年建設省令第四十号。

以下「施行規則」という。）第一条の三第一項第一号ロ(2)

の規定に基づき、国土交通大臣があらかじめ安全であると

認定した構造の建築物又はその部分 

二 高さが二十メートル以下である鉄筋コンクリート造（壁式

ラーメン鉄筋コンクリート造、壁式鉄筋コンクリート造及び

鉄筋コンクリート組積造を除く。）若しくは鉄骨鉄筋コンク

リート造の建築物又はこれらの構造を併用する構造の建築

物であって、次のイ又はロに該当するもの以外のもの 

 

 

 

 

イ 次の(1)及び(2)に該当するもの 

(1) 地上部分の各階の耐力壁（平成十九年国土交通省告示

第五百九十四号第一第三号イ(1)に規定する開口周比が

○・四以下であるものに限る。以下この号において同じ。）

並びに構造耐力上主要な部分である柱及び耐力壁以外の

鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の壁

（上端及び下端が構造耐力上主要な部分に緊結されたも

のに限る。）の水平断面積が次の式に適合するもの。ただ

し、鉄骨鉄筋コンクリート造の柱にあっては、同式中

「○・七」とあるのは「一・○」とする。 

  ∑2.5αAw＋∑0.7αAc≧ZWAi 

この式において、α、Aw、Ac、Z、W 及び Ai は、それ

ぞれ次の数値を表すものとする。 

α コンクリートの設計基準強度による割り増し係数と

して、設計基準強度が一平方ミリメートルにつき十八

ニュートン未満の場合にあっては一・○、一平方ミリ

メートルにつき十八ニュートン以上の場合にあっては

使用するコンクリートの設計基準強度（単位 一平方

ミリメートルにつきニュートン）を十八で除した数値

の平方根の数値（当該数値が二の平方根の数値を超え

るときは、二の平方根の数値） 

Aw 当該階の耐力壁のうち計算しようとする方向に設け

たものの水平断面積（単位 平方ミリメートル） 

Ac 当該階の構造耐力上主要な部分である柱の水平断面

積及び耐力壁以外の鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋

コンクリート造の壁（上端及び下端が構造耐力上主要

な部分に緊結されたものに限る。）のうち計算しようと

する方向に設けたものの水平断面積（単位 平方ミリ

メートル） 

Z 令第八十八条第一項に規定する Z の数値 

W 令第八十八条第一項の規定により地震力を計算する

場合における当該階が支える部分の固定荷重と積載荷

重との和（令第八十六条第二項ただし書の規定により

特定行政庁が指定する多雪区域においては、更に積雪

荷重を加えるものとする。）（単位 ニュートン） 

Ai 令第八十八条第一項に規定する当該階に係る Ai の

数値 

(2) 地震力によって構造耐力上主要な部分に生ずるせん
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生ずるせん断力として次の式によって計算した設計用せ

ん断力に対して、せん断破壊等によって構造耐力上支障

のある急激な耐力の低下を生ずるおそれのないことが確

かめられたものであること。 

QD＝min{QL＋nQE，QO＋Qy} 

この式において、QD、QL、n、QE、QO 及び Qy は、それ

ぞれ次の数値を表すものとする。  

QD 設計用せん断力（単位 ニュートン）  

QL 固定荷重と積載荷重との和（令第八十六条第二項た

だし書の規定により特定行政庁が指定する多雪区域に

おいては、更に積雪荷重を加えるものとする。以下こ

の号において「常時荷重」という。）によって生ずるせ

ん断力。ただし、柱の場合には零とすることができる。

（単位 ニュートン）  

n 鉄筋コンクリート造にあっては一・五（耐力壁にあっ

ては二・○）、鉄骨鉄筋コンクリート造にあっては、一・

○以上の数値  

QE 令第八十八条第一項の規定により地震力を計算する

場合における当該地震力によって生ずるせん断力（単

位 ニュートン））  

QO 柱又ははりにおいて、部材の支持条件を単純支持と

した場合に常時荷重によって生ずるせん断力。ただし、

柱の場合には零とすることができる。（単位 ニュート

ン）  

Qy 柱又ははりにおいて、部材の両端に曲げ降伏が生じ

た時のせん断力。ただし、柱の場合には柱頭に接続す

るはりの曲げ降伏を考慮した数値とすることができ

る。（単位 ニュートン） 

ロ 施行規則第一条の三第一項第一号ロ(2)の規定に基づ

き、国土交通大臣があらかじめ安全であると認定した構

造の建築物又はその部分 

三 木造、組積造、補強コンクリートブロック造及び鉄骨造の

うち二以上の構造を併用する建築物又はこれらの構造のう

ち一以上の構造と鉄筋コンクリート造若しくは鉄骨鉄筋コ

ンクリート造とを併用する建築物であって、次のイ又はロに

該当するもの以外のもの（次号イからハまでのいずれかに該

当するものを除く。） 

イ 二以上の部分がエキスパンションジョイントその他の

相互に応力を伝えない構造方法のみで接している建築物以

外の建築物であって、次の(1)から(5)までに該当するもの

(1)  地階を除く階数が三以下であるもの 

(2) 高さが十三メートル以下で、かつ、軒の高さが九メー

トル以下であるもの 

(3) 延べ面積が五百平方メートル以内であるもの 

(4) 鉄骨造の構造部分を有する階が第一号イ(1)、(3)及び

(4)に適合するもの 

(5) 鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の

構造部分を有する階が前号イに適合するもの 

ロ 二以上の部分がエキスパンションジョイントその他の

相互に応力を伝えない構造方法のみで接している建築物で

あって、当該建築物の部分のいずれもが次の(1)から(6)ま

でのいずれかに該当するもの 

(1) 高さが十三メートル以下で、かつ、軒の高さが九メー

トル以下である木造のもの 

(2) 地階を除く階数が三以下である組積造又は補強コン

クリートブロック造のもの 

(3) 地階を除く階数が三以下、高さが十三メートル以下及

び軒の高さが九メートル以下である鉄骨造のものであっ

て、第一号イからハまでのいずれか（薄板軽量形鋼造の

もの及び屋上を自動車の駐車その他これに類する積載荷

断力として次の式によって計算した設計用せん断力を用

いて令第八十二条第一号から第三号までに規定する構造

計算をした場合に安全であることが確かめられたもので

あること。 

QD＝min{QL＋nQE，QO＋Qy} 

この式において、QD、QL、n、QE、QO 及び Qy は、それ

ぞれ次の数値を表すものとする。  

QD 設計用せん断力（単位 ニュートン）  

QL 固定荷重と積載荷重との和（令第八十六条第二項た

だし書の規定により特定行政庁が指定する多雪区域に

おいては、更に積雪荷重を加えるものとする。以下こ

の号において「常時荷重」という。）によって生ずるせ

ん断力。ただし、柱の場合には零とすることができる。

（単位 ニュートン）  

n 鉄筋コンクリート造にあっては一・五（耐力壁にあっ

ては二・○）、鉄骨鉄筋コンクリート造にあっては、一・

○以上の数値  

QE 令第八十八条第一項の規定により地震力を計算する

場合における当該地震力によって生ずるせん断力（単

位 ニュートン）  

QO 柱又ははりにおいて、部材の支持条件を単純支持と

した場合に常時荷重によって生ずるせん断力。ただし、

柱の場合には零とすることができる。（単位 ニュート

ン）  

Qy 柱又ははりにおいて、部材の両端に曲げ降伏が生じ

た時のせん断力。ただし、柱の場合には柱頭に接続す

るはりの曲げ降伏を考慮した数値とすることができ

る。（単位 ニュートン） 

ロ 施行規則第一条の三第一項第一号ロ(2)の規定に基づ

き、国土交通大臣があらかじめ安全であると認定した構

造の建築物又はその部分 

三 木造、組積造、補強コンクリートブロック造及び鉄骨造の

うち二以上の構造を併用する建築物又はこれらの構造のう

ち一以上の構造と鉄筋コンクリート造若しくは鉄骨鉄筋コ

ンクリート造とを併用する建築物であって、次のイからホま

でに該当するもの以外のもの（次号イからトまでに該当する

ものを除く。） 

 

 

 

イ  地階を除く階数が三以下であるもの 

ロ 高さが十三メートル以下で、かつ、軒の高さが九メート

ル以下であるもの 

ハ 延べ面積が五百平方メートル以内であるもの 

ニ 鉄骨造の構造部分を有する階が第一号イ(1)、(3)及び

(4)に適合するもの 

ホ 鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の構

造部分を有する階が前号イに適合するもの 
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重の大きな用途に供するものにあっては、同号イ又はハ）

に該当するもの 

(4) 高さが十三メートル以下である鉄筋コンクリート造

（壁式ラーメン鉄筋コンクリート造、壁式鉄筋コンクリ

ート造及び鉄筋コンクリート組積造を除く。）若しくは鉄

骨鉄筋コンクリート造のもの又はこれらの構造を併用す

るものであって、前号イ又はロに該当するもの 

(5) 木造と鉄筋コンクリート造の構造を併用するもので

あって、次号イ(1)から(9)まで又は次号ロ(1)から(4)ま

でに該当するもの 

(6) 木造、組積造、補強コンクリートブロック造及び鉄骨

造のうち二以上の構造を併用するもの又はこれらの構造

のうち一以上の構造と鉄筋コンクリート造若しくは鉄骨

鉄筋コンクリート造とを併用するものであって、イ(1)

から(5)までに該当するもの 

四 木造と鉄筋コンクリート造の構造を併用する建築物であ

って、次のイからハまでのいずれかに該当するもの以外のも

の（前号イ又はロに該当するものを除く。） 

イ 二以上の部分がエキスパンションジョイントその他の

相互に応力を伝えない構造方法のみで接している建築物以

外の建築物であって、次の(1)から(9)までに該当するもの

(1) 次の(ⅰ)又は(ⅱ)に該当するもの  

(ⅰ) 地階を除く階数が二又は三であり、かつ、一階部

分を鉄筋コンクリート造とし、二階以上の部分を木造

としたもの 

(ⅱ) 地階を除く階数が三であり、かつ、一階及び二階

部分を鉄筋コンクリート造とし、三階部分を木造とし

たもの 

(2) 高さが十三メートル以下で、かつ、軒の高さが九メー

トル以下であるもの 

(3) 延べ面積が五百平方メートル以内であるもの 

(4) 地上部分について、令第八十二条の二に適合すること

が確かめられたもの 

(5) (1)(ⅰ)に該当するもののうち地階を除く階数が三で

あるものにあっては、二階及び三階部分について、令

第八十二条の六第二号イに適合することが確かめられ

たもの。この場合において、同号イ中「当該建築物」

とあるのは、「二階及び三階部分」と読み替えるものと

する。 

(6) (1)(ⅱ)に該当するものにあっては、一階及び二階部

分について、令第八十二条の六第二号イに適合するこ

とが確かめられたもの。この場合において、同号イ中

「当該建築物」とあるのは、「一階及び二階部分」と読

み替えるものとする。 

(7) 地上部分について、各階の偏心率が令第八十二条の六

第二号ロに適合することが確かめられたもの 

(8) 鉄筋コンクリート造の構造部分について、昭和五十五

年建設省告示第千七百九十一号第三第一号に定める構

造計算を行ったもの 

(9) 木造の構造部分について、昭和五十五年建設省告示第

千七百九十一号第一に定める構造計算を行ったもの 

ロ 二以上の部分がエキスパンションジョイントその他の

相互に応力を伝えない構造方法のみで接している建築物以

外の建築物であって、次の(1)から(4)までに該当するもの

(1) 地階を除く階数が二であり、かつ、一階部分を鉄筋コ

ンクリート造とし、二階部分を木造としたもの 

(2) イ(2)、(4)及び(7)から(9)までに該当するもの 

(3) 延べ面積が三千平方メートル以内であるもの 

(4) 二階部分の令第八十八条第一項に規定する地震力に

ついて、標準せん断力係数を〇・三以上（同項ただし

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四 木造と鉄筋コンクリート造の構造を併用する建築物であ

って、次のイからトまでに該当するもの以外のもの（前号イ

からホまでに該当するものを除く。） 

 

 

 

イ 地階を除く階数が二又は三であり、かつ、一階部分を鉄

筋コンクリート造とし、二階以上の部分を木造としたもの

 

 

 

 

 

ロ 高さが十三メートル以下で、かつ、軒の高さが九メート

ル以下であるもの 

ハ 延べ面積が五百平方メートル以内であるもの 

ニ 地上部分について、令第八十二条の二に適合することが

確かめられたもの 

ホ 地上部分について、二階以上の各階の剛性率が令第八十

二条の六第二号イに適合することが確かめられ、かつ、各

階の偏心率が同号ロに適合することが確かめられたもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヘ 一階部分について、昭和五十五年建設省告示第千七百九

十一号第三第一号に定める構造計算を行ったもの 

 

ト 二階以上の部分について、昭和五十五年建設省告示第千

七百九十一号第一に定める構造計算を行ったもの 
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書の区域内における木造のもの（令第四十六条第二項

第一号に掲げる基準に適合するものを除く。）にあって

は、〇・四五以上）とする計算をし、当該地震力によ

って令第八十二条第一号から第三号までに規定する構

造計算をした場合に安全であることが確かめられたも

の又は特別な調査若しくは研究の結果に基づき当該建

築物の振動特性を適切に考慮し、安全上支障のないこ

とが確かめられたもの 

ハ 二以上の部分がエキスパンションジョイントその他の

相互に応力を伝えない構造方法のみで接している建築物で

あって、当該建築物の部分のいずれもが次の(1)から(3)ま

でのいずれかに該当するもの 

(1) 高さが十三メートル以下で、かつ、軒の高さが九メー

トル以下である木造のもの 

(2) 高さが十三メートル以下である鉄筋コンクリート造

（壁式ラーメン鉄筋コンクリート造、壁式鉄筋コンクリ

ート造及び鉄筋コンクリート組積造を除く。）のものであ

って、第二号イ又はロに該当するもの 

(3) 木造と鉄筋コンクリート造の構造を併用するもので

あって、イ(1)から(9)まで又はロ(1)から(4)までに該当

するもの 

五 構造耐力上主要な部分である床版又は屋根版にデッキプ

レート版を用いた建築物であって、デッキプレート版を用い

た部分以外の部分（建築物の高さ及び軒の高さについては当

該屋根版を含む。以下同じ。）が次のイからヘまでのいずれ

かに該当するもの以外のもの（二以上の部分がエキスパンシ

ョンジョイントその他の相互に応力を伝えない構造方法の

みで接している建築物であって、当該建築物の部分（デッキ

プレート版を用いた部分以外の部分に限る。）のいずれもが

次のイからヘまでのいずれかに該当するものを除く。） 

イ 高さが十三メートル以下で、かつ、軒の高さが九メート

ル以下である木造のもの 

ロ 地階を除く階数が三以下である組積造又は補強コンク

リートブロック造のもの 

ハ 地階を除く階数が三以下、高さが十三メートル以下及び

軒の高さが九メートル以下である鉄骨造のものであって、

第一号イ又はロ（薄板軽量形鋼造のもの及び屋上を自動車

の駐車その他これに類する積載荷重の大きな用途に供する

ものにあっては、イ）に該当するもの 

ニ 高さが二十メートル以下である鉄筋コンクリート造（壁

式ラーメン鉄筋コンクリート造、壁式鉄筋コンクリート造

及び鉄筋コンクリート組積造を除く。）若しくは鉄骨鉄筋コ

ンクリート造のもの又はこれらの構造を併用するものであ

って、第二号イに該当するもの 

ホ 木造、組積造、補強コンクリートブロック造及び鉄骨造

のうち二以上の構造を併用するもの又はこれらの構造のう

ち一以上の構造と鉄筋コンクリート造若しくは鉄骨鉄筋コ

ンクリート造とを併用するものであって、第三号イ(1)から

(5)までに該当するもの 

ヘ 木造と鉄筋コンクリート造の構造を併用するものであ

って、前号イ(1)から(9)まで又は前号ロ(1)から(4)までに

該当するもの 

六 構造耐力上主要な部分である床版又は屋根版に軽量気泡

コンクリートパネルを用いた建築物であって、軽量気泡コン

クリートパネルを用いた部分以外の部分（建築物の高さ及び

軒の高さについては当該屋根版を含む。以下同じ。）が前号

イ若しくはハ又はホ（木造と鉄骨造の構造を併用するものに

限る。）に該当するもの以外のもの（二以上の部分がエキス

パンションジョイントその他の相互に応力を伝えない構造

方法のみで接している建築物であって、当該建築物の部分の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

五 構造耐力上主要な部分である床版又は屋根版にデッキプ

レート版を用いた建築物であって、デッキプレート版を用い

た部分以外の部分（建築物の高さ及び軒の高さについては当

該屋根版を含む。）が次のイからヘまでのいずれかに該当す

るもの以外のもの 

 

 

 

 

イ 木造の建築物で高さが十三メートル以下で、かつ、軒の

高さが九メートル以下であるもの 

ロ 組積造又は補強コンクリートブロック造の建築物で地

階を除く階数が三以下であるもの 

ハ 地階を除く階数が三以下、高さが十三メートル以下及び

軒の高さが九メートル以下である鉄骨造の建築物であっ

て、第一号イ又はロ（薄板軽量形鋼造の建築物及び屋上を

自動車の駐車その他これに類する積載荷重の大きな用途

に供する建築物にあっては、イ）に該当するもの 

ニ 高さが二十メートル以下である鉄筋コンクリート造（壁

式ラーメン鉄筋コンクリート造、壁式鉄筋コンクリート造

及び鉄筋コンクリート組積造を除く。）若しくは鉄骨鉄筋

コンクリート造の建築物又はこれらの構造を併用する構

造の建築物であって、第二号イに該当するもの 

ホ 木造、組積造、補強コンクリートブロック造及び鉄骨造

のうち二以上の構造を併用する建築物又はこれらの構造

のうち一以上の構造と鉄筋コンクリート造若しくは鉄骨

鉄筋コンクリート造とを併用する建築物であって、第三号

イからホまでに該当するもの 

ヘ 木造と鉄筋コンクリート造の構造を併用する建築物で

あって、前号イからトまでに該当するもの 

 

六 構造耐力上主要な部分である床版又は屋根版に軽量気泡

コンクリートパネルを用いた建築物であって、軽量気泡コン

クリートパネルを用いた部分以外の部分（建築物の高さ及び

軒の高さについては当該屋根版を含む。）が前号イ若しくは

ハ又はホ（木造又は鉄骨造の建築物に係る部分に限る。）に

該当するもの以外のもの 
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いずれもが次のイ又はロに該当する建築物を除く。） 

イ 軽量気泡コンクリートパネルを用いたものであって、 

軽量気泡コンクリートパネルを用いた部分以外の部分が前

号イ若しくはハ又はホ（木造と鉄骨造の構造を併用するも

のに限る。）に該当するもの 

ロ 前号イからヘまでのいずれかに該当するもの 

七 屋根版にシステムトラスを用いた建築物であって、屋根版

以外の部分（建築物の高さ及び軒の高さについては当該屋根

版を含む。以下同じ。）が第五号イからヘまでのいずれかに

該当するもの以外のもの（二以上の部分がエキスパンション

ジョイントその他の相互に応力を伝えない構造方法のみで

接している建築物であって、当該建築物の部分（屋根版以外

の部分に限る。）のいずれもが第五号イからヘまでのいずれ

かに該当する建築物を除く。） 

八 平成十四年国土交通省告示第六百六十六号に規定する骨

組膜構造の建築物であって、次のイ又はロに該当するもの以

外のもの（二以上の部分がエキスパンションジョイントその

他の相互に応力を伝えない構造方法のみで接している建築

物であって、当該建築物の部分のいずれもが次のイ又はロに

該当する建築物を除く。） 

イ 次の(1)及び(2)に該当するもの 

(1) 平成十四年国土交通省告示第六百六十六号第一第二

項第一号ロ(1)から(3)までに規定する構造方法に該当す

るもの 

(2) 骨組の構造が第五号イからヘまでのいずれかに該当

するもの 

ロ 平成十四年国土交通省告示第六百六十六号第五第一項

各号及び第二項から第六項まで（第四項を除く。）に規定す

る構造計算によって構造耐力上安全であることが確かめら

れたもの 

 

 

 

 

 

 

 

七 屋根版にシステムトラスを用いた建築物であって、屋根版

以外の部分（建築物の高さ及び軒の高さについては当該屋根

版を含む。）が第五号イからヘまでのいずれかに該当するも

の以外のもの 

 

 

 

 

八 平成十四年国土交通省告示第六百六十六号に規定する骨

組膜構造の建築物であって、次のイ及びロに該当するもの以

外のもの 

 

 

 

イ 平成十四年国土交通省告示第六百六十六号第一第二項

第一号ロ(1)から(3)までに規定する構造方法に該当する

もの 

 

ロ 骨組の構造が第五号イからヘまでのいずれかに該当す

るもの 
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○建築物の地震に対する安全性を確かめるために必要な構造計算の基準を定める件（昭和五十五年建設省告示第千七百九十一号） 

（傍線部分は改正部分） 

新 旧 

建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第八十

二条の六第三号の規定に基づき、建築物の地震に対する安全性を

確かめるために必要な構造計算の基準を次のように定める。 

第一・第二 （略） 

第三 鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築

物等に関する基準 

  鉄筋コンクリート造の建築物若しくは鉄筋コンクリート造

とその他の構造とを併用する建築物又は鉄骨鉄筋コンクリー

ト造の建築物若しくは鉄骨鉄筋コンクリート造とその他の構

造とを併用する建築物については、次の各号に定める構造計算

のうちいずれかを行うこと。ただし、第一号ハ、第二号ロ（第

一号ロの規定の適用に係る部分を除く。）及び第三号ハの規定

以外の規定にあつては、実験によつて耐力壁並びに構造耐力上

主要な部分である柱及びはりが地震に対して十分な強度を有

し、又は十分な靱性をもつことが確かめられる場合において

は、この限りでない。 

一 次のイからハまでに掲げる基準に適合することを確かめ

ること。 

イ （略） 

ロ 構造耐力上主要な部分が、地震力によつて当該部分に生

ずるせん断力として次の式によつて計算した設計用せん断

力に対して、せん断破壊等によつて構造耐力上支障のある

急激な耐力の低下を生ずるおそれのないこと。 

QD＝min｛QL＋nQE,QO＋QY｝ 

この式において、QD、QL、n、QE、QO 及び QY は、それぞ

れ次の数値を表すものとする。 

QD 設計用せん断力（単位 ニュートン） 

QL 固定荷重と積載荷重との和（令第八十六条第二項ただ

し書の規定により特定行政庁が指定する多雪区域におい

ては、更に積雪荷重を加えるものとする。以下この号及

び第五号において「常時荷重」という。）によつて生ずる

せん断力。ただし、柱の場合には零とすることができる。

（単位 ニュートン） 

n  二・〇（構造耐力上主要な部分でない腰壁又は垂れ壁

が取り付く柱にあつては、二・〇と階高を開口部の高さ

で除した数値のうちいずれか大きい数値）以上の数値 

QE 令第八十八条第一項の規定により地震力を計算する場

合における当該地震力によつて生ずるせん断力（単位

ニュートン） 

QO 単純支持とした時の常時荷重によつて生ずるせん断

力。ただし、柱の場合には零とすることができる。（単位

ニュートン） 

QY 柱又ははりの両端が曲げ耐力に達した時のせん断力。

ただし、柱において柱頭に接続するはりの曲げ耐力の和

の二分の一（最上階の柱頭にあつては、曲げ耐力の和）

の数値が当該柱頭部の曲げ耐力を超えない場合にあつて

は、当該数値を柱頭部の曲げ耐力の数値とすることがで

きる。（単位 ニュートン） 

ハ （略） 

二 （略） 

三 次のイからハまでに掲げる基準に適合することを確かめ

ること。 

イ （略） 

ロ 次の（1）及び（2）に掲げる基準に適合すること。 

 

 

 

 建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第八十

二条の六第三号の規定に基づき、建築物の地震に対する安全性を

確かめるために必要な構造計算の基準を次のように定める。 

第一・第二 （略） 

第三 鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築

物等に関する基準 

  鉄筋コンクリート造の建築物若しくは鉄筋コンクリート造

とその他の構造とを併用する建築物又は鉄骨鉄筋コンクリー

ト造の建築物若しくは鉄骨鉄筋コンクリート造とその他の構

造とを併用する建築物については、次の各号に定める構造計算

のうちいずれかを行うこと。ただし、第一号ハ、第二号ロ（第

一号ロの規定の適用に係る部分を除く。）及び第三号ハの規定

以外の規定にあつては、実験によつて耐力壁並びに構造耐力上

主要な部分である柱及びはりが地震に対して十分な強度を有

し、又は十分な靱性をもつことが確かめられる場合において

は、この限りでない。 

一 次のイからハまでに掲げる基準に適合することを確かめ

ること。 

イ （略） 

ロ 地震力によつて構造耐力上主要な部分に生ずるせん断

力として次の式によつて計算した設計用せん断力を用い

て令第八十二条第一号から第三号までに規定する構造計

算をした場合に当該建築物が安全であること。 

QD＝min｛QL＋nQE,QO＋QY｝ 

この式において、QD、QL、n、QE、QO 及び QY は、それぞ

れ次の数値を表すものとする。 

QD 設計用せん断力（単位 ニュートン） 

QL 固定荷重と積載荷重との和（令第八十六条第二項ただ

し書の規定により特定行政庁が指定する多雪区域におい

ては、更に積雪荷重を加えるものとする。以下この号及

び第五号において「常時荷重」という。）によつて生ずる

せん断力。ただし、柱の場合には零とすることができる。

（単位 ニュートン） 

n  二・〇（構造耐力上主要な部分でない腰壁又は垂れ壁

が取り付く柱にあつては、二・〇と階高を開口部の高さ

で除した数値のうちいずれか大きい数値）以上の数値 

QE 令第八十八条第一項の規定により地震力を計算する場

合における当該地震力によつて生ずるせん断力（単位

ニュートン） 

QO 単純支持とした時の常時荷重によつて生ずるせん断

力。ただし、柱の場合には零とすることができる。（単位

ニュートン） 

QY 柱又ははりの両端が曲げ耐力に達した時のせん断力。

ただし、柱において柱頭に接続するはりの曲げ耐力の和

の二分の一（最上階の柱頭にあつては、曲げ耐力の和）

の数値が当該柱頭部の曲げ耐力を超えない場合にあつて

は、当該数値を柱頭部の曲げ耐力の数値とすることがで

きる。（単位 ニュートン） 

ハ （略） 

二 （略） 

三 次のイからハまでに掲げる基準に適合することを確かめ

ること。 

イ （略） 

ロ 前号に規定するもののほか、地震力によつて構造耐力上

主要な部分に生ずるせん断力として、柱及びはりにあつて

は（1）の規定により計算した設計用せん断力を、耐力壁

にあつては（2）の規定により計算した設計用せん断力及
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（1） 構造耐力上主要な部分である柱及びはりが、地震力

によつて当該柱及びはりに生ずるせん断力として次の式

によつて計算した設計用せん断力に対して、せん断破壊

等によつて構造耐力上支障のある急激な耐力の低下を生

ずるおそれのないこと。 

QD＝QO＋nQU 

この式において、QD、QO、n 及び QU は、それぞれ次の

数値を表すものとする。 

QD 設計用せん断力（単位 ニュートン） 

QO 単純支持とした時の常時荷重によつて生ずるせん断

力。ただし、柱の場合には零とすることができる。（単

位 ニュートン） 

n 一・一（柱頭部が曲げ降伏する最上階の柱及び柱脚部

が曲げ降伏する 1 階の柱にあつては、一・〇）以上の

数値 

QU イの状態において柱及びはりに生じうるものとして

計算したせん断力（はりにあつては両端が曲げ耐力に

達した時のせん断力とし、柱にあつては柱頭部及び柱

脚部に接続するはりの端部の曲げ耐力の和に相当する

曲げモーメントがそれぞれ当該部分に生ずるものとし

て計算したせん断力とする。ただし、最上階の柱の場

合にあつては柱頭部が、一階の柱の場合にあつては柱

脚部が、それぞれ曲げ耐力に達するものとして計算し

たせん断力の数値とすることができる。）（単位 ニュ

ートン） 

（2） 構造耐力上主要な部分である耐力壁が、地震力によ

つて当該耐力壁に生ずるせん断力及び曲げモーメントと

して次の式によつて計算した設計用せん断力及び設計用

曲げモーメント（曲げ破壊を生ずるものとした部分にあ

つては、設計用せん断力に限る。）に対して、せん断破壊

等によつて構造耐力上支障のある急激な耐力の低下を生

ずるおそれのないこと。 

QD＝n1QW 及び MD＝n2MW 

この式において、QD、n1、QW、MD、n2 及び MW は、そ

れぞれ次の数値を表すものとする。 

QD 設計用せん断力（単位 ニュートン） 

n1 一・五以上の数値 

QW 当該耐力壁を含む建築物の架構が平成十九年国土交

通省告示第五百九十四号第四第一号イに規定する全体

崩壊形に達する場合に耐力壁に作用するせん断力（単

位 ニュートン） 

MD 設計用曲げモーメント（単位 ニュートンミリメー

トル） 

n2 一・五以上の数値 

MW 当該耐力壁を含む建築物の架構が平成十九年国土交

通省告示第五百九十四号第四第一号イに規定する全体

崩壊形に達する場合に耐力壁に作用する曲げモーメン

ト（単位 ニュートンミリメートル） 

ハ （略） 

び設計用曲げモーメント（曲げ破壊を生ずるものとした部

分にあつては、設計用せん断力に限る。）をそれぞれ用い

て、令第八十二条第一号から第三号までに規定する構造計

算をした場合に当該建築物が安全であること。 

（1） 柱及びはりの設計用せん断力は、次の式によつて

計算すること。 

 

 

 

QD＝QO＋nQU 

この式において、QD、QO、n及び QU は、それぞれ次の

数値を表すものとする。 

QD 設計用せん断力（単位 ニュートン） 

QO 単純支持とした時の常時荷重によつて生ずるせん断

力。ただし、柱の場合には零とすることができる。（単

位 ニュートン） 

n 一・一（柱頭部が曲げ降伏する最上階の柱及び柱脚部

が曲げ降伏する 1 階の柱にあつては、一・〇）以上の

数値 

QU イの状態において柱及びはりに生じうるものとして

計算したせん断力（はりにあつては両端が曲げ耐力に

達した時のせん断力とし、柱にあつては柱頭部及び柱

脚部に接続するはりの端部の曲げ耐力の和に相当する

曲げモーメントがそれぞれ当該部分に生ずるものとし

て計算したせん断力とする。ただし、最上階の柱の場

合にあつては柱頭部が、一階の柱の場合にあつては柱

脚部が、それぞれ曲げ耐力に達するものとして計算し

たせん断力の数値とすることができる。）（単位 ニュ

ートン） 

（2） 耐力壁の設計用せん断力及び曲げモーメントは、

次の式によつて計算すること。 

 

 

 

 

 

QD＝n1QW 及び MD＝n2MW 

この式において、QD、n1、QW、MD、n2 及び MW は、そ

れぞれ次の数値を表すものとする。 

QD 設計用せん断力（単位 ニュートン） 

n1 一・五以上の数値 

QW 当該耐力壁を含む建築物の架構が平成十九年国土交

通省告示第五百九十四号第四第一号イに規定する全体

崩壊形に達する場合に耐力壁に作用するせん断力（単

位 ニュートン） 

MD 設計用曲げモーメント（単位 ニュートンミリメー

トル） 

n2 一・五以上の数値 

MW 当該耐力壁を含む建築物の架構が平成十九年国土交

通省告示第五百九十四号第四第一号イに規定する全体

崩壊形に達する場合に耐力壁に作用する曲げモーメン

ト（単位 ニュートンミリメートル） 

ハ （略） 
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○膜構造の建築物又は建築物の構造部分の構造方法に関する安全上必要な技術的基準を定める等の件（平成十四年国土交通省告示第六

百六十六号）（抄） 

                                                （傍線部分は改正部分） 

新 旧 

建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第八十

条の二第二号の規定に基づき、膜構造の建築物又は建築物の構造

部分の構造方法に関する安全上必要な技術的基準を第一から第

三までに定め、同令第三十六条第一項の規定に基づき、膜構造の

建築物又は建築物の構造部分の構造方法に関する安全上必要な

技術的基準のうち耐久性等関係規定を第四に指定し、同令第八十

一条第二項第一号イの規定に基づき、膜構造の建築物又は膜構造

とその他の構造とを併用する建築物の構造計算が、第五第一項各

号及び第二項から第五項まで（第四項第二号を除く。）に適合す

る場合においては、当該構造計算は、同条第二項第一号イに規定

する保有水平耐力計算と同等以上に安全性を確かめることがで

きるものと認め、同令第八十一条第二項第二号イの規定に基づ

き、膜構造の建築物又は膜構造とその他の構造とを併用する建築

物の構造計算が、第五第一項各号及び第二項から第五項まで（第

四項第三号を除く。）に適合する場合においては、当該構造計算

は、同条第二項第二号イに規定する許容応力度等計算と同等以上

に安全性を確かめることができるものと認め、同令第八十一条第

三項の規定に基づき、膜構造の建築物の構造計算が、第五第一項

各号及び第二項から第六項まで（第四項を除く。）に適合する場

合においては、当該構造計算は、同令第八十二条各号及び同令第

八十二条の四に定めるところによる構造計算と同等以上に安全

性を確かめることができるものと認める。 

 

第一～第四 （略） 

第五 保有水平耐力計算、許容応力度等計算又は令第八十二条各

号及び令第八十二条の四に定めるところによる構造計算と同

等以上に安全性を確かめることができる構造計算 

令第八十一条第二項第一号イに規定する保有水平耐力計算

と同等以上に膜構造の建築物及び膜構造とその他の構造とを

併用する建築物の安全性を確かめることができる構造計算を

次の各号及び次項から第五項まで（第四項第二号を除く。）に

定め、令第八十一条第二項第二号イに規定する許容応力度等計

算と同等以上に膜構造の建築物及び膜構造とその他の構造と

を併用する建築物の安全性を確かめることができる構造計算

を次の各号及び次項から第五項まで（第四項第三号を除く。）

に定め、令第八十一条第三項に規定する令第八十二条各号及び

令第八十二条の四に定めるところによる構造計算と同等以上

に膜構造の建築物の安全性を確かめることができる構造計算

を次の各号及び次項から第六項まで（第四項を除く。）に定め

る。 

一～四 （略） 

２・３ （略） 

４ 前各項の規定によるほか、次に定める構造計算を行うこと。

 

 

 

 

一～三 （略） 

５ （略） 

６ 令第八十二条第二号の表に掲げる式により、地震時の短期に

生ずる力が積雪時又は暴風時の短期に生ずる力に比べ小さい

ことを確かめること。 

第六 （略） 

建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第八十

条の二第二号の規定に基づき、膜構造の建築物又は建築物の構造

部分の構造方法に関する安全上必要な技術的基準を第一から第

三までに定め、同令第三十六条第一項の規定に基づき、膜構造の

建築物又は建築物の構造部分の構造方法に関する安全上必要な

技術的基準のうち耐久性等関係規定を第四に指定し、同令第八十

一条第二項第一号イの規定に基づき、膜構造の建築物又は膜構造

とその他の構造とを併用する建築物の構造計算が、第五第一項各

号及び第二項から第五項まで（第四項第二号を除く。）に適合す

る場合においては、当該構造計算は、同条第二項第一号イに規定

する保有水平耐力計算と同等以上に安全性を確かめることがで

きるものと認め、同令第八十一条第二項第二号イの規定に基づ

き、膜構造の建築物又は膜構造とその他の構造とを併用する建築

物の構造計算が、第五第一項各号及び第二項から第五項まで（第

四項第三号を除く。）に適合する場合においては、当該構造計算

は、同条第二項第二号イに規定する許容応力度等計算と同等以上

に安全性を確かめることができるものと認める。 

 

 

 

 

 

 

第一～第四 （略） 

第五 保有水平耐力計算又は許容応力度等計算と同等以上に安

全性を確かめることができる構造計算 

 

令第八十一条第二項第一号イに規定する保有水平耐力計算

と同等以上に膜構造の建築物及び膜構造とその他の構造とを

併用する建築物の安全性を確かめることができる構造計算を

次の各号及び次項から第五項まで（第四項第二号を除く。）に

定め、令第八十一条第二項第二号イに規定する許容応力度等計

算と同等以上に膜構造の建築物及び膜構造とその他の構造と

を併用する建築物の安全性を確かめることができる構造計算

を次の各号及び次項から第五項まで（第四項第三号を除く。）

に定める。 

 

 

 

 

一～四 （略） 

２・３ （略） 

４ 前各項の規定によるほか、次に定める構造計算を行うこと。

この場合において、令第八十二条第二号の表に掲げる式によ

り、地震時の短期に生ずる力が積雪時又は暴風時の短期に生ず

る力に比べ小さい膜構造の建築物又は建築物の構造部分にあ

っては、この限りでない。 

一～三 （略） 

５ （略） 

 

 

 

第六 （略） 
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○遊戯施設の構造耐力上安全な構造方法及び構造計算、遊戯施設強度検証法の対象となる遊戯施設、遊戯施設強度検証法並びに遊戯施

設の周囲の人の安全を確保することができる構造方法を定める件（平成十二年建設省告示第千四百十九号）（抄）                   

（傍線部分は改正部分） 

新 旧 

第一 建築基準法施行令（以下「令」という。）第百四十四条第

一項第一号イに規定する構造耐力上安全な構造方法は、同号ロ

又はハ（2）の規定により国土交通大臣の認定を受けた構造方

法を用いる遊戯施設にあっては、組積造、補強コンクリートブ

ロック造又は無筋コンクリート造以外の構造で、令第三十六条

の三、令第三十七条、令第三十八条第一項、第五項及び第六項

並びに令第三十九条第一項の規定によるほか、次に掲げる基準

に適合したものとする。 

一 主要な支持部分のうち木造の部分にあっては、令第四十一

条に規定する基準 

二 主要な支持部分のうち鉄骨造の部分にあっては、令第七十

条に規定する基準 

三 主要な支持部分のうち鉄筋コンクリート造の部分にあっ

ては、令第七十二条、令第七十四条から令第七十六条まで及

び令第七十九条に規定する基準 

四 主要な支持部分のうち鉄骨鉄筋コンクリート造の部分に

あっては、令第七十九条の三並びに令第七十九条の四におい

て準用する令第七十二条、令第七十四条から令第七十六条ま

で及び令第七十九条に規定する基準 

五 主要な支持部分のうち令第八十条の二の規定に基づき国

土交通大臣が安全上必要な技術的基準を定めたものにあっ

ては、その技術的基準（国土交通大臣が耐久性等関係規定と

して指定するものに限る。） 

六 主要な支持部分のうち繊維強化プラスチックその他これ

に類する材料は、軌道（軌道を支える部分を除く。）で摩損

又は疲労破壊が生じにくい部分に限り用いるものとし、厚さ

がおおむね五ミリメートル以上のものを用いること。 

第二 令第百四十四条第一項第一号イに規定する構造耐力上安

全な構造方法は、第一に規定する遊戯施設以外の遊戯施設にあ

っては、組積造、補強コンクリートブロック造又は無筋コンク

リート造以外の構造で、令第三十六条の三から令第三十九条ま

での規定によるほか、次に掲げる基準に適合したものとする。

一 主要な支持部分のうち木造の部分にあっては、令第四十条

から令第四十二条まで、令第四十四条、令第四十六条第一項

及び第二項並びに令第四十七条に規定する基準 

二～六 （略） 

第三 令第百四十四条第一項第一号ロの国土交通大臣が定める

基準は、平成十二年建設省告示第千四百六十一号（第二号ハ、

第三号ロ及び第八号を除く。）に掲げる基準によることとする。

この場合において、当該各号中「建築物」とあるのは、「工作

物」と読み替えるものとする。 

 

第四 令第百四十四条第一項第一号ハ（1）の国土交通大臣が定

める基準は、次のとおりとする。 

 

一～三 （略） 

第五 （略） 

第六 （略） 

第七 （略） 

別表第一・別表第二 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第一 建築基準法施行令（以下「令」という。）第百四十四条第

一項第一号イに規定する構造耐力上安全な構造方法は、組積

造、補強コンクリートブロック造又は無筋コンクリート造以外

の構造で、令第三十六条の三から第三十九条までの規定による

ほか、次に掲げる基準に適合したものとする。 

一 主要な支持部分のうち木造の部分にあっては、令第四十条

から第四十二条まで、第四十四条、第四十六条第一項及び第

二項並びに第四十七条に規定する基準 

二～六 （略） 

第二  令第百四十四条第一項第一号ロに規定する遊戯施設のう

ち高さが六十メートルを超えるものの構造計算の基準は、平成

十二年建設省告示第千四百六十一号（第二号ハ、第三号ロ及び

第八号を除く。）に掲げる基準によることとする。この場合に

おいて、当該各号中「建築物」とあるのは、「工作物」と読み

替えるものとする。 

第三  令第百四十四条第一項第一号ハ（1）に規定する遊戯施設

のうち高さが六十メートル以下のものの構造計算の基準は、次

のとおりとする。 

一～三 （略） 

第四  （略） 

第五  （略） 

第六 （略） 

別表第一・別表第二 （略） 
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○鉄筋コンクリート造の柱に取り付けるはりの構造耐力上の安全性を確かめるための構造計算の基準を定める件 

（平成 23 年国土交通省告示第 432 号） 

 

 

 

建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第七十三条第三項ただし書の規定に基づき、鉄筋コンクリート造の柱に取り

付けるはりの構造耐力上の安全性を確かめるための構造計算の基準を次のように定める。 

第一 建築基準法施行令（以下「令」という。）第七十三条第三項ただし書に規定する鉄筋コンクリート造の柱に取り付けるはりの安全

性を確かめるための構造計算の基準は、柱に取り付けるはりの引張り鉄筋が建築基準法第三十七条第一号に該当する異形鉄筋である

場合においては、次のとおりとする。 

一 令第三章第八節第二款に規定する荷重及び外力によって当該柱に取り付けるはりに生ずる力を平成十九年国土交通省告示第五

百九十四号第二の規定に従って計算すること。 

二 当該柱に取り付けるはりの、はりが柱に取りつく部分の鉄筋の断面に生ずる短期の応力度を令第八十二条第二号の表に掲げる式

によって計算すること。 

三 当該応力度が次の式に適合することを確かめること。 

94/
≧

F

dk
l

  

 

この式において、 l、 k、F、 及びdは、それぞれ次の数値を表すものとする。 

l  柱に取り付けるはりの引張り鉄筋の、柱に定着される部分の水平投影の長さ（単位 ミリメートル） 

k  一・五七（軽量骨材を使用する鉄筋コンクリート造については一・九六） 

F  令第七十四条第一項第二号に定める設計基準強度（単位 一平方ミリメートルにつきニュートン） 

  第二号の規定によって計算した短期の応力度（当該応力度の数値が令第九十条に定める短期に生ずる力に対する許容応力度の

数値未満の場合にあっては、当該許容応力度の数値とする。）（単位 一平方ミリメートルにつきニュートン） 

d  柱に取り付けるはりの引張り鉄筋の径（単位 ミリメートル） 

第二 特別な調査又は研究の結果に基づき当該柱に取り付けるはりの引張り鉄筋の付着力を考慮して当該鉄筋の抜け出し及びコンクリ

ートの破壊が生じないことが確かめられた場合においては、第一に定める基準によらないことができる。 

 

 

 

 

 

○鉄筋コンクリート造の柱の構造耐力上の安全性を確かめるための構造計算の基準を定める件（平成 23 年国土交通省告示第 433 号） 

 

 

 

建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第七十七条第五号ただし書の規定に基づき、鉄筋コンクリート造の柱の構造

耐力上の安全性を確かめるための構造計算の基準を次のように定める。 

建築基準法施行令（以下「令」という。）第七十七条第五号ただし書に規定する鉄筋コンクリート造の柱の構造耐力上の安全性を確か

めるための構造計算の基準は、次のとおりとする。ただし、特別な調査又は研究の結果に基づき当該鉄筋コンクリート造の柱が座屈し

ないことが確かめられた場合にあっては、これによらないことができる。 

一 令第三章第八節第二款に規定する荷重及び外力によって当該柱に生ずる力を平成十九年国土交通省告示第五百九十四号第二の

規定に従って計算すること。 

二 当該柱の断面に生ずる長期及び短期の圧縮及び引張りの各応力度を令第八十二条第二号の表に掲げる式によって計算すること。 

三 次の表の柱の小径をその構造耐力上主要な支点間の距離で除した数値の欄に掲げる区分に応じて、前号の規定によって計算した

長期及び短期の圧縮及び引張りの各応力度に同表の割増係数の欄に掲げる数値を乗じて、長期及び短期の圧縮及び引張りの各設計

用応力度を計算すること。 

柱の小径をその構造耐力上主要な支点間の距離で除した数値 割増係数

十五分の一 一・○ 

二十分の一 一・二五

二十五分の一 一・七五

この表に掲げる柱の小径をその構造耐力上主要な支点間の距離で除した数

値以外の柱の小径をその構造耐力上主要な支点間の距離で除した数値に応

じた割増係数は、表に掲げる数値をそれぞれ直線的に補間した数値とする。

四 前号の規定によって計算した長期及び短期の圧縮及び引張りの各設計用応力度が、それぞれ令第三章第八節第三款の規定による

長期に生ずる力又は短期に生ずる力に対する圧縮及び引張りの各許容応力度を超えないことを確かめること。 
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○確認審査等に関する指針（平成十九年国土交通省告示第八百三十五号）（抄） 

（傍線部分は改正部分） 

新 旧 

第一 確認審査に関する指針 

建築基準法（以下「法」という。）第六条第四項及び法第十

八条第三項（これらの規定を法第八十七条第一項、法第八十七

条の二並びに法第八十八条第一項及び第二項において準用す

る場合を含む。以下同じ。）に規定する審査並びに法第六条の

二第一項（法第八十七条第一項、法第八十七条の二並びに法第

八十八条第一項及び第二項において準用する場合を含む。以下

同じ。）の規定による確認のための審査（以下「確認審査」と

いう。）は、次の各項に定めるところにより行うものとする。

２ 法第六条第一項（法第八十七条第一項、法第八十七条の二又

は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合

を含む。以下同じ。）若しくは法第六条の二第一項の規定によ

る確認の申請書の提出又は法第十八条第二項（法第八十七条第

一項、法第八十七条の二又は法第八十八条第一項若しくは第二

項において準用する場合を含む。）の規定による通知を受けた

ときの審査は、次の各号に定めるところによるものとする。 

一～四 （略） 

五 申請又は通知に係る建築物が建築士により構造計算によ

ってその安全性を確かめられたものである場合（建築士法第

二十条の二の規定の適用を受ける場合を除く。）にあっては、

次に定めるところによること。 

イ 建築士法第二十条第二項に規定する証明書（構造計算書

を除く。以下単に「証明書」という。）の写しが添えられて

いることを確かめること。 

ロ 証明書の写し及び施行規則第一条の三第一項第一号の

表三の各項（施行規則第三条の三第一項又は施行規則第八

条の二第一項において準用する場合を含む。）に規定する

構造計算書（以下単に「構造計算書」という。）に構造計

算の種類が記載されていることを確かめ、当該建築物の計

画が構造計算適合性判定を要するものであるかどうかを

判断すること。 

六 （略） 

３ （略） 

４ 構造計算の確認審査は、次の各号に定めるところによるもの

とする。 

一 申請又は通知に係る建築物の安全性を確かめるために行

った構造計算の種類が、当該建築物の構造又は規模に照らし

て法第二十条に適合していること及び証明書の写しの記載

事項と整合していることを確かめること。 

二・三 （略） 

５ （略） 

 

第三 完了検査に関する指針 

法第七条第四項、法第七条の二第一項及び法第十八条第十五

項（これらの規定を法第八十七条の二並びに法第八十八条第一

項及び第二項において準用する場合を含む。以下同じ。）の規

定による検査（以下「完了検査」という。）は、次の各項に定

めるところにより行うものとする。 

２ （略） 

３ 申請等に係る建築物等が、建築基準関係規定に適合している

かどうかの検査は、次の各号に定めるところによるものとす

る。 

一 （略） 

二 施行規則別記第十九号様式による申請書の第四面又は施

行規則別記第四十二号の十三様式による通知書の第四面に

記載された工事監理の状況、施行規則第四条第一項第三号

（施行規則第四条の四の二又は施行規則第八条の二第八項

第一 確認審査に関する指針 

建築基準法（以下「法」という。）第六条第四項及び法第十

八条第三項（これらの規定を法第八十七条第一項、法第八十七

条の二並びに法第八十八条第一項及び第二項において準用す

る場合を含む。以下同じ。）に規定する審査並びに法第六条の

二第一項（法第八十七条第一項、法第八十七条の二並びに法第

八十八条第一項及び第二項において準用する場合を含む。以下

同じ。）の規定による確認のための審査（以下「確認審査」と

いう。）は、次の各項に定めるところにより行うものとする。

２ 法第六条第一項（法第八十七条第一項、法第八十七条の二又

は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合

を含む。以下同じ。）若しくは法第六条の二第一項の規定によ

る確認の申請書の提出又は法第十八条第二項（法第八十七条第

一項、法第八十七条の二又は法第八十八条第一項若しくは第二

項において準用する場合を含む。）の規定による通知を受けた

ときの審査は、次の各号に定めるところによるものとする。 

一～四 （略） 

五 申請又は通知に係る建築物が建築士により構造計算によ

ってその安全性を確かめられたものである場合（建築士法第

二十条の二の規定の適用を受ける場合を除く。）にあっては、

次に定めるところによること。 

イ 建築士法第二十条第二項に規定する証明書（以下単に

「証明書」という。）の写しが添えられていることを確か

めること。 

ロ 証明書の写し及び施行規則第一条の三第一項第一号の

表三の各項（施行規則第三条の三第一項又は施行規則第八

条の二第一項において準用する場合を含む。）に規定する

構造計算書（以下単に「構造計算書」という。）に構造計

算の種類が記載されていることを確かめ、当該建築物の計

画が構造計算適合性判定を要するものであるかどうかを

判断すること。 

六 （略） 

３ （略） 

４ 構造計算の確認審査は、次の各号に定めるところによるもの

とする。 

一 申請又は通知に係る建築物の安全性を確かめるために行

った構造計算の種類が、当該建築物の構造又は規模に照らし

て建築基準法第二十条に適合していること及び証明書の写

しの記載事項と整合していることを確かめること。 

二・三 （略） 

５ （略） 

 

第三 完了検査に関する指針 

法第七条第四項、法第七条の二第一項及び法第十八条第十五

項（これらの規定を法第八十七条の二並びに法第八十八条第一

項及び第二項において準用する場合を含む。以下同じ。）の規

定による検査（以下「完了検査」という。）は、次の各項に定

めるところにより行うものとする。 

２ （略） 

３ 申請等に係る建築物等が、建築基準関係規定に適合している

かどうかの検査は、次の各号に定めるところによるものとす

る。 

一 （略） 

二 施行規則別記第十九号様式による申請書の第四面又は施

行規則別記第四十二号の十三様式による通知書の第四面に

記載された工事監理の状況、施行規則第四条第一項第二号及

び第三号（これらの規定を施行規則第四条の四の二又は施行
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において準用する場合を含む。）に規定する写真及び施行規

則第四条第一項第六号（施行規則第四条の四の二又は施行規

則第八条の二第八項において準用する場合を含む。）の書類

による検査並びに目視、簡易な計測機器等による測定又は建

築物の部分の動作確認その他の方法により、申請等に係る建

築物等の工事が、施行規則第四条第一項第一号（施行規則第

四条の四の二又は施行規則第八条の二第八項において準用

する場合を含む。）に規定する図書及び書類（次項第三号に

おいて「確認に要した図書及び書類」という。）のとおり実

施されたものであるかどうかを確かめること。 

４ 前二項の規定によるほか、完了検査の公正かつ適確な実施を

確保するため、次の各号に定める措置を行うものとする。 

一・二 （略） 

三 第二項の審査及び前項の検査において、軽微な変更説明書

の内容が軽微な変更に該当しないとき、申請等に係る建築物

等の工事が確認に要した図書及び書類のとおりに実施され

たものであるかどうかを確かめることができないときその

他申請等に係る建築物等が建築基準関係規定に適合するか

どうかを認めることができないときは、施行規則第四条の三

の二又は施行規則第四条の五の二の規定に基づき、申請者等

に検査済証を交付できない旨の通知書を交付し、検査済証を

交付できない旨の通知書の備考欄に次に掲げる事項を記載

するとともに、申請者等に対して相当の期限を定めて申請等

に係る建築物等が建築基準関係規定に適合することを説明

するための書類（以下この号において「追加説明書」という。）

の提出を求めること。この場合において、追加説明書が提出

されたときは、当該追加説明書を申請書等の一部として第二

項の規定による審査又は前項の規定による検査を行うこと。

イ・ロ （略） 

 

第４ 中間検査に関する指針 

法第七条の三第四項、法第七条の四第一項及び法第十八条第

十八項（これらの規定を法第八十七条の二及び法第八十八条第

一項において準用する場合を含む。以下同じ。）の規定による

検査（以下「中間検査」という。）は、次の各項に定めるとこ

ろにより行うものとする。 

２ （略） 

３ 申請等に係る建築物等について、検査前に施工された工事に

係る建築物の部分、建築設備又は工作物の部分及びその敷地

（第二号及び第四項第三号において「検査前に施工された工事

に係る建築物の部分等」という。）が、建築基準関係規定に適

合しているかどうかの検査は、次の各号に定めるところによる

ものとする。 

一 （略） 

二 施行規則別記第二十六号様式による申請書の第四面又は

施行規則別記第四十二号の十七様式による通知書の第四面

に記載された工事監理の状況、施行規則第四条の八第一項第

二号（施行規則第四条の十一の二又は施行規則第八条の二第

十二項において準用する場合を含む。）に規定する写真及び

施行規則第四条の八第一項第五号（施行規則第四条の十一の

二又は施行規則第八条の二第十二項において準用する場合

を含む。）の書類による検査並びに目視、簡易な計測機器等

による測定又は建築物の部分の動作確認その他の方法によ

り、検査前に施工された工事に係る建築物の部分等の工事

が、施行規則第四条の八第一項第一号（施行規則第四条の十

一の二又は施行規則第八条の二第十二項において準用する

場合を含む。）に規定する図書及び書類（次項第三号におい

て「確認に要した図書及び書類」という。）のとおり実施さ

れたものであるかどうかを確かめること。 

４ 前二項の規定によるほか、中間検査の公正かつ適確な実施を

規則第八条の二第八項において準用する場合を含む。）に規

定する写真並びに施行規則第四条第一項第六号（施行規則第

四条の四の二又は施行規則第八条の二第八項において準用

する場合を含む。）の書類による検査並びに目視、簡易な計

測機器等による測定又は建築物の部分の動作確認その他の

方法により、申請等に係る建築物等の工事が、施行規則第四

条第一項第一号（施行規則第四条の四の二又は施行規則第八

条の二第八項において準用する場合を含む。）に規定する図

書（次項第三号において「確認に要した図書」という。）の

とおり実施されたものであるかどうかを確かめること。 

４ 前二項の規定によるほか、完了検査の公正かつ適確な実施を

確保するため、次の各号に定める措置を行うものとする。 

一・二 （略） 

三 第二項の審査及び前項の検査において、軽微な変更説明書

の内容が軽微な変更に該当しないとき、申請等に係る建築物

等の工事が確認に要した図書のとおりに実施されたもので

あるかどうかを確かめることができないときその他申請等

に係る建築物等が建築基準関係規定に適合するかどうかを

認めることができないときは、施行規則第四条の三の二又は

施行規則第四条の五の二の規定に基づき、申請者等に検査済

証を交付できない旨の通知書を交付し、検査済証を交付でき

ない旨の通知書の備考欄に次に掲げる事項を記載するとと

もに、申請者等に対して相当の期限を定めて申請等に係る建

築物等が建築基準関係規定に適合することを説明するため

の書類（以下この号において「追加説明書」という。）の提

出を求めること。この場合において、追加説明書が提出され

たときは、当該追加説明書を申請書等の一部として第二項の

規定による審査又は前項の規定による検査を行うこと。 

イ・ロ （略） 

 

第４ 中間検査に関する指針 

法第七条の三第四項、法第七条の四第一項及び法第十八条第

十八項（これらの規定を法第八十七条の二及び法第八十八条第

一項において準用する場合を含む。以下同じ。）の規定による

検査（以下「中間検査」という。）は、次の各項に定めるとこ

ろにより行うものとする。 

２ （略） 

３ 申請等に係る建築物等について、検査前に施工された工事に

係る建築物の部分、建築設備又は工作物の部分及びその敷地

（第二号及び第四項第三号において「検査前に施工された工事

に係る建築物の部分等」という。）が、建築基準関係規定に適

合しているかどうかの検査は、次の各号に定めるところによる

ものとする。 

一 （略） 

二 施行規則別記第二十六号様式による申請書の第四面又は

施行規則別記第四十二号の十七様式による通知書の第四面

に記載された工事監理の状況、施行規則第四条の八第一項第

二号及び第三号（これらの規定を施行規則第四条の十一の二

又は施行規則第八条の二第十二項において準用する場合を

含む。）に規定する写真並びに施行規則第四条の八第一項第

五号（施行規則第四条の十一の二又は施行規則第八条の二第

十二項において準用する場合を含む。）の書類による検査並

びに目視、簡易な計測機器等による測定又は建築物の部分の

動作確認その他の方法により、検査前に施工された工事に係

る建築物の部分等の工事が、施行規則第四条の八第一項第一

号（施行規則第四条の十一の二又は施行規則第八条の二第十

二項において準用する場合を含む。）に規定する図書（次項

第三号において「確認に要した図書」という。）のとおり実

施されたものであるかどうかを確かめること。 

４ 前二項の規定によるほか、中間検査の公正かつ適確な実施を
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確保するため、次の各号に定める措置を行うものとする。 

一・二 （略） 

三 第二項の審査及び前項の検査において、軽微な変更説明書

の内容が軽微な変更に該当しないとき、検査前に施工された

工事に係る建築物の部分等の工事が確認に要した図書及び

書類のとおりに実施されたものであるかどうかを確かめる

ことができないときその他当該申請等に係る建築物等が建

築基準関係規定に適合するかどうかを認めることができな

いときは、施行規則第四条の九又は施行規則第四条の十二の

二の規定に基づき、申請者等に中間検査合格証を交付できな

い旨の通知書を交付すること。この場合において、中間検査

合格証を交付できない旨の通知書の備考欄に、申請等に係る

建築物等の計画を変更し、法第六条第一項、法第六条の二第

一項又は法第十八条第三項の規定による確認を受ける必要

があると認められる場合にあっては、その旨を記載するこ

と。 

 

確保するため、次の各号に定める措置を行うものとする。 

一・二 （略） 

三 第二項の審査及び前項の検査において、軽微な変更説明書

の内容が軽微な変更に該当しないとき、検査前に施工された

工事に係る建築物の部分等の工事が確認に要した図書のと

おりに実施されたものであるかどうかを確かめることがで

きないときその他当該申請等に係る建築物等が建築基準関

係規定に適合するかどうかを認めることができないときは、

施行規則第四条の九又は施行規則第四条の十二の二の規定

に基づき、申請者等に中間検査合格証を交付できない旨の通

知書を交付すること。この場合において、中間検査合格証を

交付できない旨の通知書の備考欄に、申請等に係る建築物等

の計画を変更し、法第六条第一項、法第六条の二第一項又は

法第十八条第三項の規定による確認を受ける必要があると

認められる場合にあっては、その旨を記載すること。 
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